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第 35 期決算公告 
平成 29年 5月 31日 

北海道札幌市中央区北３条西 27 丁目 

 株 式 会 社 宮 の 森 ス ポ ー ツ 

 代表取締役社長  伊 藤 晴 康 
 

貸 借 対 照 表 

（平成29年２月28日 現在） 

 
                                                 (単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科  目 金 額 科  目 金 額 

流 動 資 産 631,439 流 動 負 債 161,994 

現 金 及 び 預 金 569,370 買 掛 金 27,316 

売 掛 金 6,101 未 払 金 35,681 

商 品 2,473 未 払 費 用 10,412 

貯 蔵 品 1,476 未 払 法 人 税 等 677 

前 払 費 用 24,788 前 受 金 60,645 

繰 延 税 金 資 産 21,126 短 期 リ ー ス 債 務 15,890 

そ の 他 6,552 賞 与 引 当 金 9,170 

貸 倒 引 当 金 △450 そ の 他 2,199 

固 定 資 産 703,557 固 定 負 債 396,664 

有 形 固 定 資 産 429,048 長 期 リ ー ス 債 務 58,101 

建 物 169,944 長 期 未 払 金 177,010 

構 築 物 38,755 長 期 繰 延 税 金 負 債 114,852 

機 械 及 び 装 置 16,309 退 職 給 付 引 当 金 46,700 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 10,321 負 債 合 計 558,658 

リ ー ス 資 産 66,617 純 資 産 の 部 

土 地 127,100 株 主 資 本 776,339 

無 形 固 定 資 産 2,183 資  本  金 80,000 

電 話 加 入 権 2,183 利 益 剰 余 金 696,339 

投資その他の資産 272,325 利 益 準 備 金 20,000 

出 資 金 200 そ の 他 利 益 剰 余 金 676,339 

保 証 金 23,359 別 途 積 立 金 184,100 

敷 金 190,151 繰 越 利 益 剰 余 金 492,239 

長 期 前 払 費 用 18,599   

繰 延 税 金 資 産 40,015 純 資 産 合 計 776,339 

資 産 合 計 1,334,997 負債純資産合計 1,334,997 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１.たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 先入先出法 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 建物、建物附属設備、構築物 ・・・定額法 

その他           ・・・定率法 

なお、主な耐用年数は、建物３～39 年、構築物２～28 年、機械及び装置

８～17年、工具、器具及び備品２～15年であります。 

平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価

償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

無 形 固 定 資 産 定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

法人税法の規定に基づくリース期間定額法を採用しております。  

 

３.引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

当期に見合う分を計上しております。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とし年金資産の額を控除する方法を用いた簡便

法を適用しております。 

 

４.消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

（当期純損益金額） 

290,867 千円 
 

 


